


新年のご挨拶新年のご挨拶

　会員の皆様、明けましておめでとうございま

す。輝かしい新春をご家族お揃いでお健やか

に迎えられたことと、心からお慶び申し上げま

す。また、日頃は大宮法人会の諸事業に深い

ご理解とご協力を賜り、誠に有難く厚く御礼

申し上げます。

　昨年の日本経済は、海外の資源高や円安

進行による輸入物価の押し上げなどから、長

年続いてきたデフレからの完全脱却が目前に

迫って来ました。日銀は物価の上昇に対応して

異次元の金融緩和を終了し、17年ぶりの利上

げを行ない、賃上げについても33年ぶりに5%

台の賃金上昇率を記録しました。そして株式

市場ではバブル期に記録した最高値を一時更

新するなど、日本経済は正常化に向けて着実

に歩み出したと言えます。

　新年の日本経済は、好調な企業業績と人手

不足を背景に春闘では4.8%程度の高めの賃

上げ率が予測され、輸入物価の上昇圧力が一

巡する中で、国内の物価上昇率は鈍化すると

予想されますので、内需を中心に景気回復が

続くものと見込まれます。ただし、第二期トラ

ンプ政権による通商政策の行方、米中の貿易

摩擦が激化する懸念、地政学リスクの高まり

など、景気に対する不確定要素が多く、これら

が下振れ要因となった場合、景気失速の懸念

が高まるリスクがあります。

　中小企業の景況感については、コロナ禍の

打撃からほぼ脱し、改善に向っていますが、物

価高騰に直面する中で、最低賃金の大幅な引

き上げや物価上昇を上回る賃上げが求められ

ており、厳しい経営を強いられています。中小

企業が賃上げ原資を生み出すためには、原材

料費や光熱費など、上昇するコストの適正な

価格転嫁が大きな課題であり、円滑な価格転

嫁や下請いじめの排除に向け、取引監視体制

の強化など環境の整備に取り組む必要があり

ます。

　また日本経済の構造的な問題に目を向けま

すと、少子高齢化と人口減少に伴い全国的に

中小企業の人手不足は深刻化しています。デジ

タル化を中心とした省力化や生産性の向上な

ど、将来を見据えた設備投資や大胆な事業構

造改革を促すための産業政策を打ち出し、民

間の活力を最大限引き出すための新たな戦略

が求められます。

　迎えた新年も我々中小企業を取り巻く環境

は厳しいものと思われますが、会員相互が手

を取り合い地道な経営努力を続け、よき経営

者を目指して参りたいと思います。

　結びに会員企業の益々の発展をご祈念申し

上げますとともに、今後とも引き続き法人会活

動にご理解とご協力を頂きますよう重ねてお

願いし、新年のご挨拶と致します。

公益社団法人 大宮法人会

会長　島雄　廣
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　新年明けましておめでとうございます。

　公益社団法人大宮法人会の皆様方におか

れましては、健やかに新春を迎えられたことと

お慶び申し上げます。

　旧年中は、島雄会長はじめ、役員、会員の

皆様方には、法人会活動及び企業活動を通

じ、税務行政全般にわたり深いご理解と多大

なご支援を賜り心から感謝申し上げます。

　大宮法人会におかれましては、公開講演

会や様々な研修会をはじめ、青年部会による

租税教室への講師派遣や女性部会による小

学生を対象とした「税に関する絵はがきコン

クール」の開催、e–Taxの利用促進、自主点検

チェックシートの活用による企業の税務コン

プライアンス向上への取組等、多岐にわたる

活動を積極的に推進されており、正しい税知

識の普及並びに納税道義の高揚に多大な貢

献をしていただいております。

　今後も、地域のオピニオンリーダーとして、

会員企業の発展のみならず、地域社会の発展

のため活発に活動されることを期待申し上げ

ますとともに、税務行政の良き理解者として引

き続き変わらぬご支援・ご協力を賜りますよ

う、お願いいたします。

　私どもといたしましても、法人会活動がより

一層充実されますよう、引き続き連携・協調を

図ってまいりたいと考えております。

　さて、まもなく令和6年分の所得税等の確

定申告時期を迎えます。税務署では、スマー

トフォン等の日常使い慣れたツールから簡単・

便利に手続を行うことができる環境を構築し、

「あらゆる税務手続が税務署に行かずにでき

る社会」の実現を目指しております。

　なお、令和7年1月からは所得税に関する全

ての画面がスマホに最適な画面となり、利便性

が向上するほか、e–Taxがスマホ用電子証明

書に対応（Androidのみ）することとなり、マイ

ナンバーカードの読み取りが不要になります。

　また、マイナポータル連携を利用すること

で、控除証明書等のデータを一括で取得し、

確定申告書の該当項目へ自動入力することが

できます。

　会員の皆様並びに社員・ご家族の皆様にお

かれましては、さらに便利となった自宅からの

マイナンバーカードによるe–Tax・スマホ申告

を積極的にご活用いただきますよう、お願いい

たします。

　結びに当たり、令和7年が皆様にとって幸多

き年となりますことを祈念申し上げまして、新

年の挨拶とさせていただきます。

大宮税務署

署長　小宮　英一

新年のご挨拶新年のご挨拶
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　新年明けましておめでとうございます。

　令和7年の年頭に当たり、謹んで新年のご

挨拶を申し上げます。

　公益社団法人大宮法人会の皆様におかれ

ましては、お健やかに新春をお迎えのことと

お慶び申し上げます。また、平素より税理士会

の活動に格別のご理解とご協力を賜り厚く御

礼申し上げます。

　大宮法人会におかれましては、公開講演会

をはじめ多岐にわたる活動を積極的に推進さ

れており、税のオピニオンリーダーとして会員

企業の発展のみならず、地域振興にも寄与さ

れておりますことに深く敬意を表します。

　昨年は、元旦に能登半島の地震が発生し

甚大な被害をもたらし、9月には記録的大雨

による災害も重なりました。被災された方々に

は、心よりお見舞い申し上げます。

　さて、令和5年10月よりインボイス制度が

開始され1年が経過し、昨年は定額減税が実

施されました。大宮法人会の皆様におかれま

しては、周知、普及、定着に向けご尽力を賜り

厚く御礼申し上げます。

　税理士会大宮支部におきましても、急速に

進展するデジタル化や昨今複雑化する様々な

税制に的確に対応していく所存です。また、

物価の高騰や人手不足など企業経営を取り巻

くさまざまな諸問題にも、経営者に寄り添い

地域経済の発展に寄与させていただきたいと

思っておりますので、引き続き変わらぬご支

援・ご協力を賜りますようよろしくお願いいた

します。

　税理士会大宮支部は、昨年70周年を迎え

ました。支えてきていただいた皆様に深く感

謝の意を表するとともに、時代の変化に対応

するため、将来予見される事象に対し、今何

を成すべきかを考え、前年踏襲にこだわるこ

となく活動すべく「将来を見据えた会務」を

スローガンに掲げさせていただきました。税

理士法第1条に規定する税理士の使命を踏ま

え、納税者の信頼に応えるべく、不易流行の

精神で今後とも望んで参りますので、引き続

きご理解・ご協力を賜りますようお願いいたし

ます。

　結びにあたり、公益社団法人大宮法人会の

さらなるご発展と会員の皆様のご繁栄をご祈

念申し上げまして、新年のご挨拶とさせてい

ただきます。

関東信越税理士会大宮支部

支部長　川中　宣治

新年のご挨拶新年のご挨拶
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Operation 
法人会からのご案内

令和7年度　税制改正提言活動令和7年度　税制改正提言活動

令和6年度　納税表彰式令和6年度　納税表彰式

令和6年11月28日（木）
地元選出の国会議員3名に税制改正の要望活動を行いました。

11月12日（火）ソニックシティ市民ホールにて納税表彰式が開催され、大宮法人会から
2名の方が受彰されました。

枝野幸男衆議院議員へ（議員事務所を訪問）

高木まり参議院議員へ（議員事務所を訪問）

熊谷裕人参議院議員へ（議員事務所を訪問）

　「税制改正に関する提言」を取りま
とめるにあたり、毎年3月ごろ全会員を
対象とした税制改正アンケートをお願
いしています。� 　
　その結果が本提言に生かされます。
ご協力をお願いします。� 　

受彰者
副会長　髙橋　常久 氏

関東信越国税局長納税表彰

受彰者
副会長　三原　宏治 氏

大宮税務署長納税表彰
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Operation 
法人会からのご案内

事 業 報 告

法人税実務応用講座（e-Tax、eLTAXについて）
９月５日（木）大宮法人会会議室にて
講師に川上英樹氏を迎え「法人税実務応用講座」
を実施しました。

税務セミナー
１１月６日（水）ソニックシティ会議室にて「自主点
検チェックシート及び年末調整説明会」を実施し
ました。

労働関係の法改正セミナー
９月１１日（水）大宮法人会会議室にて
講師に柳生英珠氏を迎え「労働関係の法改正セ
ミナー」を実施しました。

税を考える週間 作文・標語作品展
11月8日（金）～22日（金）大宮西口DOMショッ
ピングセンターにて「税を考える週間 作文・標語
作品展」が開催されました。

年金セミナー
９月2０日（金）ソニックシティ会議室にて
講師に大宮年金事務所の担当者を迎え「在職老
齢年金のしくみ」を実施しました。

税務セミナー
９月２５日（水）大宮法人会会議室にて
講師に髙見裕二氏を迎え「税制改正及び相続税
　税務セミナー」を実施しました。
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事 業 報 告

11月11日（月）、税を考える週間（１１月
11日～17日）に地域社会貢献活動の一
環として、公開講演会を開催しました。
小宮大宮税務署長が「税を考える週間」
について講話され、税理士・産業能率大
学大学院講師　臼倉真純氏を講師に迎
え「許される節税と許されない節税－租
税回避とは何か？－」と題し講演頂きまし
た。会員他、一般の方を含め、６3名の参
加を頂きました。

女性部会　県外研修会
10月27日（日）～28日（月）女性部会の県外研修
会が長野県で開催され、13名が参加しました。
善光寺特別拝観、岩松院見学、小布施町の北斎
館を見学しました。

税を考える週間講演会

女性部会 絵はがきコンクール表彰式
11月25日（月）ソニックシティ市民ホールにて

「税に関する絵はがきコンクール表彰式」が開
催されました。（表彰作品はP9を参照）

北区民まつり
１１月３日（日）北区 市民の森にて「北区民まつり」
が開催され、理事、支部役員７名が参加しました。

西区ふれあいまつり
１１月９日（土）西区 三橋総合公園にて「西区ふれ
あいまつり」が開催され、税金クイズなどを実施
しました。
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Operation 
法人会からのご案内

大宮法人会からのお知らせ

この度、大宮法人会のホームページを全面リニューアルいたしました。

皆さまによりわかりやすく情報をお伝えすることを目指し、

デザインやページの構成を刷新いたしました。

大宮法人会 で検索をお願いいたします。
https://www.omiya-hojinkai.or.jp/

ホームページをリニューアルしました

新会員ご紹介（令和6年9月～11月）
Members

支部 会員名 業種名

大
宮
区

（株）Be ambitious サービス業（パーソナルジム）
（株）ナデシコ 飲食業
日本三花汽車部品（株） 卸売業

（医）愛康会 医療業
見
沼
区

（株）Liv Tack 販売業
ＬＴ（株） 卸売
（株）パティエンスケミカルズジャパン 化粧品製造販売

北
区

（株）KRA 建設業
上智未来国際交流センター（株） 国際貿易・コンサルティング

（株）Huit 小売

西
区

ヨシムラ内装（株） 内装仕上業
エムディア（株） 委託設計業務
真成（株） 運送業

（株）石井板金工業 板金工事
（株）KROC. 空調設備

そ
の
他（
県
内
）

（株）リトル学園 保育園、幼児教育
（株）THREE ネイルサロン
（株）共友 清掃業
（株）FPパートナーさいたま中央支社　野田　万由 保険業
（株）FPパートナーさいたま中央支社　古賀　道也 保険業
（株）hanamata.jp 不動産賃貸業
（株）リバーリップ 飲食・塾
萬基商事（株） 製造業その他

（県外）
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中学生の「税についての作文」で「大宮法人会長賞」に選ばれた作品を掲載します。

大宮法人会長賞

助け合いの輪

さいたま市立大宮南中学校　3年２組　澤田　佳穂

　消費税に所得税、法人税に住民税に・・・。えっ、自動車重量税⁉自動車の重さにまで税金を

かけられるの⁉最近は増税とよく聞くが、そもそも税金についてあまり知らなかった。そこで税に

ついて調べてみることにした。そして驚いた。こんなにもたくさんの税があるとは。様々な人が税

に不満を言うのも分かる気がする。でも増税をするということは使い道があるはず。日本の人口は

1億2409万人ほど。それに対して今年の国の税収は72兆761億円だったそうだ。そうすると一人

当たり580万8千3百円ほど使われることになる。それはどんな内訳なのだろう。本当に5百万円

も使われているのか？

　では中学生の一年を考えてみよう。まず、教育費に114万円、ゴミ処理に1万9千円。もし一度救

急車を呼んだなら4万5千円、医療費の公務負担額の13万6千円。その他にも警察・消防費や暮

らしている地域のインフラ維持費用に国防費など。それらもろもろを足しあわせると約170万円。

あれ、損していないか？と思ったが違ったのだ。将来の年金やもし大きな病気にかかってしまった

ときのことなどを考えるととても大きな得になる。税金がないと、私たちは暮らしていけない。

　ここで私はやっと分かった。税金は国民を幸せにするためにあるのだ。国民全員が安心して暮

らすために必要なことだったのだ。よく考えてみれば昔まだ税金制度がしっかりしていなかった時

代。裕福な人はごはんをたくさん食べられたが、裕福でない人は満足に食べられず、餓死者が街

にあふれていることもあった。病気が流行すれば感染した人は隔離され、もちろん物資が支給さ

れることもなかった。だが現在は生活保護の制度で、裕福でない人も「健康で文化的な最低限度

の生活」を送ることができる。コロナウィルスが五類へと移行する前は陽性者へ生活支援物資が

届けられたり、入院費や治療費の支援があったりした。これらは全て税金で賄われている。

　このように税金は私たちの生活をより豊かに、そして誰にとっても住みやすい世界への架橋とし

て役割を果たしている。今まではただ損をしているだけのような気がしていた税金。増税なんてな

んの役にたつんだ、より苦しくなるだけだと思っていた。でも、今なら分かる。税金は絆だ。助け合

いの輪だ。私は今その輪に助けられている。それがどんなに難しいことか、ありがたいことかが分

かった。あと数年後、私はその輪の一員になる。社会の誰かのため、未来の私たちのために私は

きちんと税を納めよう。全ての人が、笑顔で暮らせるように。

　未来の私へ、笑顔で暮せていますか？
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女
性
部
会
長
賞

さ
い
た
ま
市
立
三
橋
小
学
校

普
入
　祥
子
さ
ん

さいたま市立芝川小学校
石原　愛梨さん

さいたま市立芝川小学校
廣田　咲良さん

さいたま市立芝川小学校
山本　心晴さん

さいたま市立上小小学校
田村　柚葵さん

さいたま市立宮前小学校
高橋　潤矢さん

さいたま市立大砂土小学校
夏山　紗蘭さん

さいたま市立日進北小学校
百瀬　克洋さん

さいたま市立大宮南小学校
荻堂　絵理奈さん

さいたま市立三橋小学校
岩﨑　結明花さん

さいたま市立大砂土小学校
篠　紗優さん

さいたま市立宮原小学校
竹末　絢さん

さいたま市立東宮下小学校
角井　凜さん

さいたま市立つばさ小学校
小林　あかりさん

さいたま市立上小小学校
鬼丸　未羽さん

公益社団法人大宮法人会　http://www.omiya-hojinkai.or.jp

第9回

税に関する
ぜい かん 絵はがき絵はがきコンクールコンクール公益社団法人 

大宮法人会女性部会

大宮法人会では、租税教育活動の一環として、女性部会が主体となり、小学校6年生を対象に「税に関する絵はがきコンクール」を
実施しました。令和6年度は、大宮管内小学校37校の応募の中から20作品を選び表彰させていただきました。
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さいたま市立芝川小学校
石原　愛梨さん

さいたま市立芝川小学校
廣田　咲良さん

さいたま市立芝川小学校
山本　心晴さん

さいたま市立上小小学校
田村　柚葵さん

さいたま市立宮前小学校
高橋　潤矢さん

さいたま市立大砂土小学校
夏山　紗蘭さん

さいたま市立日進北小学校
百瀬　克洋さん

さいたま市立大宮南小学校
荻堂　絵理奈さん

さいたま市立三橋小学校
岩﨑　結明花さん

さいたま市立大砂土小学校
篠　紗優さん

さいたま市立宮原小学校
竹末　絢さん

さいたま市立東宮下小学校
角井　凜さん

さいたま市立つばさ小学校
小林　あかりさん

さいたま市立上小小学校
鬼丸　未羽さん

公益社団法人大宮法人会　http://www.omiya-hojinkai.or.jp

第9回

税に関する
ぜい かん 絵はがき絵はがきコンクールコンクール公益社団法人 

大宮法人会女性部会

大宮法人会では、租税教育活動の一環として、女性部会が主体となり、小学校6年生を対象に「税に関する絵はがきコンクール」を
実施しました。令和6年度は、大宮管内小学校37校の応募の中から20作品を選び表彰させていただきました。
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応募

ありがとう！

次回の応募
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第40回 第40回 法人会全国大会法人会全国大会（鹿児島大会）（鹿児島大会）開催開催
　全法連主催による第４０回法人会全国大会が10月3日（木）鹿児島市の城山ホテル鹿児島において、全国から約
1,700名の会員が参加して開催されました。
　当日は、令和７年度税制改正に関する提言の報告や青年部会による租税教育活動の事例発表等が行われました。
　第一部の式典では、「税制改正提言」が報告され、「大会宣言」が朗読されました。
　第二部「記念講演」では、ANAホールディング株式会社取締役会長、片野坂真哉氏による「新型コロナ禍で大打撃
を受けた航空業界　危機下の経営戦略を語る」という演題でご講演を頂きました。

令和7年度　税制改正スローガン
◦「金利のある世界」が到来。新たな財政再建目標の策定を！
◦企業への過度な保険料負担を抑制し、経済成長を阻害しない社会保障制度の確立を！
◦人手不足など厳しい経営環境を踏まえ、中小企業の活性化に資する税制措置を！
◦中小企業は地域経済と雇用の担い手。本格的な事業承継税制の創設を！

全国法人会総連合　小林会長の挨拶 税制提言報告

大会宣言大会宣言
　われわれ法人会は、「税のオピニオンリーダーたる経営者
の団体」として、「税制改正に関する提言」や「租税教育」、
企業の税務コンプライアンス向上に資する「自主点検チェッ
クシート」の普及など、税を中心とする活動を全国で積極的
に展開し、広く社会へ貢献している。
　我が国経済は、株式市場における最高値の一時更新や高
水準の賃金上昇率を記録したほか、長年にわたるデフレから
の完全脱却が目前に迫るなど、大きな転換期を迎えている。
　一方、中小企業では少子高齢化と人口減少に伴う人手
不足が深刻化しており、こうした構造的課題の解決に向けた
税・財政政策など、民間の活力を最大限引き出すための新た
な戦略が求められる。
　しかし、主要先進国で最も悪化していた我が国の財政状
況は、コロナ禍を経て債務残高がさらに増加した。財政健全
化は、安定的な経済成長と日本経済の持続可能性を高める
ための国家的課題と改めて認識すべきである。

　さらに本年、日本銀行は物価上昇に対応して異次元の金
融緩和を終了し利上げに踏み切った。「金利のある世界」へ
の回帰を踏まえ、安定的な税・財政運営のためにも新たな財
政再建目標の策定が急務である。
　地域経済や雇用の担い手である中小企業は、地域活性化
の中心的な役割を担っている。地方創生を支える観点からも
事業承継を含め、きめ細かな税財政上の支援が必要であり、
法人会は、「中小企業の活性化に資する税制」、「事業承継
税制の抜本的改革」等を中心とする「税制改正に関する提
言」の実現を強く求めるものである。
　創設以来、納税意識の向上に努めてきた法人会は、全国
の会員企業の総意として、以上宣言する。

令和６年１０月３日
全国法人会総連合　全国大会

Operation 
法人会からのご案内
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令和7年度 税制改正に関する提言（要約）

基本的な課題

Ⅰ．税・財政改革のあり方

◦�財政健全化は国家的な課題であり、日本経済の将来にわたる持
続可能性を高めるためにも本格的な歳出・歳入の一体的改革を
進めることが重要である。

１．財政健全化に向けて

◦�金利のある世界」が現実に到来する中で、今後の金利上昇に備
えて財政健全化が必要である。

（１）�本年６月から始まった定額減税は、その制度設計が複雑すぎた
こともあり、企業や地方自治体に多大な事務負担を強いること
になった。与党内には物価高などを背景に来年も継続するよう
に求める声もあるが、政策効果が不透明で企業の事務負担が
重い減税は継続すべきではない。

（２）�こども･子育て政策（加速化プラン）として､２０２８年度までに年
間３．６兆円の予算規模とする方針だが、この財源は社会保障
の歳出改革や医療保険料に上乗せして徴収する「支援金制
度」などで賄うとしている。医療保険料への上乗せ負担は、現
役世代への実質的な隠れ増税と言える。政府は負担の議論か
ら逃げず、消費税を含めた安定的な財源確保策を検討し、持
続可能な社会保障制度の確立と財政健全化の両立を目指す
べきである。

（３）�防衛力の抜本強化では防衛費を２０２７年度までの5年間で総
額４３兆円とすることを決定したが、大半が「歳出改革」や「決
算剰余金の活用」により捻出することとしており、財源としての
安定性を欠いている。日本を取り巻く安全保障環境が厳しさを
増す中で、防衛費の増額は必要な政策であるだけに、安定的
な財源の確保が欠かせない。

２．社会保障制度に対する基本的考え方

◦�持続可能な社会保障制度を構築するには、適正な「負担」を確
保するとともに、「給付の重点化・効率化」によって可能な限り社
会保障費を抑制する必要がある。

◦�社会保障のあり方をめぐっては、「自助」「公助」「共助」の役割
と範囲を適正に見直すほか、公平性の視点も重要である。医療
保険の窓口負担や介護保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応じた公平な負担を原則
とする必要がある。
◦�中小企業は物価高騰に直面する中で、最低賃金の大幅な引き
上げや物価上昇を上回る賃上げが求められており、厳しい経営
を強いられている。企業に対する過度な保険料負担を抑え、経
済成長を阻害しないような社会保障制度の確立が求められる。

◦�配偶者控除等の税の問題や年金等の社会保障の問題は、就労
調整が行われる一つの要因であり、人手不足に直面する中小企
業にとって重要なテーマである。女性の就労を支援する政策を

含め、税と社会保障の問題を一括して議論する必要がある。
（１）�公的年金については年金財政の検証結果を踏まえ、年金制度

の見直しについて検討が進んでいる。公的年金制度の持続可
能性を高めるために「マクロ経済スライドの厳格対応」や「高
所得高齢者の基礎年金国庫負担相当分の年金給付削減」な
どの検討が求められる。

（２）�医療は産業政策的に成長分野と位置付け、デジタル化対応な
ど大胆な規制改革に取り組む必要がある。給付の急増を抑制
するためには診療報酬（本体）の配分等を見直すことも重要で
ある。

（３）�少子化対策では児童手当が大幅に拡充されたほか、所得制限
も完全撤廃された。だが、富裕層にまで支給対象を広げる政府
方針については、出生率の向上につながるか疑問があるほか、
公平性確保の点からみて極めて問題である。本来は現金給付
よりも保育所や学童保育等の整備、保育士等の待遇を改善す
るなどの現物給付に重点を置くべきであり、国及び地方自治体
が財政・行政面で総合的な施策を講じるべきである。

（４）�介護保険については高齢化の進展に伴い、制度の持続可能性
を高めるために真に介護が必要な者を見極めるほか、医療と
同様に公平性の視点から給付及び負担のあり方を見直すべき
である。また、生活保護については、給付水準のあり方などを見
直すとともに不正受給の防止に向けた一段の厳格化が欠かせ
ない。

３．行政改革の徹底等

◦�国民の政治に対する不信感は極度に高まっていると厳しく認識
し、政治資金規正法の不断の見直しなどに取り組み、政治資金
に関する透明性の向上や適正化、罰則の厳格化を図るべきであ
る。
◦�行政改革を徹底するに当たっては、地方を含めた政府・議会自ら
が「まず隗より始めよ」の精神に基づき、率先して身を削らなけれ
ばならない。

（１）�国･地方における議員定数の大胆な削減､歳費の抑制。また、
調査研究広報滞在費や政務活動費等の適正化と使途の透明
化。

（２）�厳しい財政状況を踏まえ、国・地方公務員の効率的な要員確保
と能力を重視した賃金体系などによる人件費の抑制。

（３）�特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４）�ＰＤＣＡサイクルを確立することにより、各省庁による事業の
チェックを継続的に実施する。また、民間活力を積極的に導入
し、民需主導の自律的な経済成長を促す。

４．マイナンバー制度について

◦�政府は引き続きマイナンバー制度の意義とともに、行政事務のコ
ストカットに資する等、その効果を具体的に明示するなどしてマイ
ナンバーの利用拡大を促す必要がある。
◦�国民の利用が広がらない背景には、マイナンバーカードを通じた
個人情報の漏洩に強い懸念を持っていると認識すべきである。

14法人大宮 Corporation Omiya  No.453



Operation 
法人会からのご案内

第三者による悪用を防ぐためのプライバシー保護などに努め、
制度の適切な運用が担保される環境を構築することで国民の
不安を払拭し、信頼の回復に努めなければならない。

５．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策

◦�着実な賃上げや最低賃金の大幅引き上げが迫られる中で、賃
上げ原資を生み出すために原材料費や光熱費など、上昇するコ
ストの適正な価格転嫁が大きな課題となっている。円滑な価格
転嫁や下請けいじめの排除に向け、中小企業庁や公正取引委
員会などによる取引監視体制の強化が求められる。必要に応じ
て下請法の改正など、実効性のある取り組みを進めなければな
らない。
◦�人手不足や継続的な賃上げなど中小企業の構造的な課題を解
決するには、中小企業自らの経営改革も重要になる。そのために
は生産性の向上や付加価値の創出に向け、力強い政策的な支
援が欠かせない。

１．中小企業の活性化に資する税制措置

◦�地方創生の観点からも政府と自治体が緊密に連携しながら、地
域の中小企業に元気を与えるような税制措置を強く求める。

（１）�法人税率について� �
　近年、大法人に適用される法人税率を引き上げる動きがあ
るが、経済情勢等に鑑み、慎重に検討すること。

（２）�法人税率の軽減措置� �
　中小法人に適用される軽減税率の特例１５％を本則化すべ
きである。また、昭和５６年以来、８００万円以下に据え置かれて
いる軽減税率の適用所得金額を、少なくとも１，６００万円程度
に引き上げること。なお、直ちに本則化することが困難な場合
は、令和７年３月末日となっている適用期限を延長すること。ま
た、上記（１）に関連して、中小法人に適用される軽減税率まで
引き上がることのないよう配慮すること。

（３）�中小企業の技術革新など経済活性化に資する措置� �
　租税特別措置については、公平性・簡素化の観点から、その
政策目的を達したものは廃止を含め整理合理化を行う必要が
ある。ただし、中小企業の技術革新など経済活性化に資する
税制措置については、以下の通りに制度を拡充したうえで本則
化すること。
①�中小企業投資促進税制については、対象設備を拡充したう
え、「中古設備」を含めることを求める。なお、それが直ちに
困難な場合は、令和７年３月末日となっている適用期限を延
長すること。

②�少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置に
ついては、物価が上昇していること等を踏まえ、取得価額要
件を３０万円未満から５０万円未満に引き上げるとともに、損
金算入額の上限（合計３００万円）を撤廃し全額を損金算入
とすること。

（４）�中小企業等の設備投資支援措置
　「中小企業経営強化税制」や「先端設備等導入計画に係る

固定資産税特例」等を適用するに当たっては、手続きを簡素化
するとともに、事業年度末（賦課期日）が迫った申請や認定に
ついては弾力的に対処すること。
　なお、「中小企業経営強化税制」や「先端設備等導入計画
に係る固定資産税特例」等、令和７年３月末日が適用期限と
なっている中小企業等の設備投資を支援する措置について
は、適用期限を延長すること。

（５）中小企業の事務負担軽減
　近年、インボイス制度の導入や電子帳簿保存法の改正に
よる電子データ保存の義務化に対応するなどで、事業者の事
務負担や納税協力コストは年々増加している。また、今般の定
額減税についても、給与所得者に対する減税事務は事業者
に委ねられており、さらに急遽、減税額を給与明細に明記する
ことが義務化された。人手不足が深刻化する中において、こう
した事務負担の増大はとくに経営基盤が決して強靱ではない
中小企業にとって重い負担となっていることを認識する必要が
ある。また、事務負担コストの軽減を図るため、中小企業のＤＸ
（デジタル・トランスフォーメーション）の推進につながるような
特段の支援が欠かせない。

２．事業承継税制の拡充

◦�中小企業が相続税の負担等によって円滑な事業の承継ができ
なくなれば、経済・社会の根幹が揺らぐことになる。

（１）�事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制
の創設
　我が国の納税猶予制度は、欧州主要国と比較すると限定的
な措置にとどまっており、欧州並みの本格的な事業承継税制
が必要である。とくに、事業継続に資する相続については、事
業従事を条件として他の一般資産と切り離し、非上場株式を
含めて事業用資産への課税を軽減あるいは免除する制度の
創設が求められる。なお、本格的な事業承継税制が創設され
るまでの間は、（２）取引相場のない株式の評価、（３）相続税、
贈与税の納税猶予制度について見直すこと。

（２）取引相場のない株式の評価の見直し
　取引相場のない株式の評価については、企業規模や業種に
よって多様であるが、企業価値を高めるほど株価が上昇し、税
負担が増大する可能性があるなど、円滑な事業承継を阻害し
ていることが指摘されている。取引相場のない株式は換金性
に乏しいことを考慮し、評価のあり方を見直すことを求める。な
お、見直されるまでの間は、平成１４年度に創設（平成１６年度
に改正）された「特定事業用資産についての相続税の課税価
格の計算の特例」を参考に株式の評価額を減額する措置を講
じること。

（３）相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
　贈与税の納税猶予制度の後継者要件として、「贈与の直前
において３年以上役員であること」が挙げられていることから、
余裕を持った事業承継を行えるよう、特例措置の適用期限を３
年程度延長すべきである。あわせて、事業承継がより円滑に実
施できるよう以下の措置を求める。
①猶予制度ではなく免除制度に改める。
②�平成２９年以前の制度適用者に対しても要件を緩和するな
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ど配慮すべきである。
③�制度の認知度が低いことから、国は円滑な事業承継が図ら
れるよう、経営者に向けた支援措置の周知徹底に努める。

３．消費税への対応

◦�政府は軽減税率制度とインボイス制度について、国民や事業者
への影響のほか、低所得者対策の効果等を検証する必要があ
り、問題があれば制度の是非を含めてその見直しを求める。

（１）�インボイス制度は導入されたが、国は、引き続き、事業者に混
乱が生じないよう制度の周知を徹底するとともに、事務負担が
軽減するような環境整備が必要である。また、課税事業者が免
税事業者と取引を行う際、取引価格の引き下げや取引の停止
などの不利益を与えないよう、実効性の高い対策をとるべきで
ある。

（２）�消費税の滞納防止は税率の引き上げやインボイス制度の導入
に伴ってより重要な課題となっている。消費税の制度、執行面
においてさらなる対策を講じる必要がある。

Ⅲ．地方のあり方

◦�日本が人口減少社会に突入する中では国と地方の役割分担を
見直し、財政や行政の一段の効率化を図る必要がある。とくに
東京一極集中を是正するには、地方の活性化が重要な課題で
ある。地方自身がそれぞれの特色や強みを生かした活性化戦略
を構築し、民間の知恵と工夫で新たな地場技術やビジネス手法
を開発しなければ、真の活性化にはつながらない。

（１）�地方創生は、さらなる税制上の施策による本社機能移転の促
進、地元の特性に根差した技術の活用、地元大学との連携な
どによる技術集積づくりや人材の育成等、実効性のある改革
を大胆に行う必要がある。そうした中で中小企業の事業承継
は、地方創生戦略との関係からも極めて重要だと認識すべき
である。

（２）�広域行政による効率化について検討すべきである。基礎自治
体（人口３０万人程度）のさらなる拡充を図り、財政基盤の強化
につなげる必要がある。

（３）�ふるさと納税は、寄付先を納税者の出身自治体に限定するな
ど、さらなる見直しが求められる。また、必要経費は寄付総額の
５割以下とする基準が設けられているが、より多くの寄付金が
寄付先の地域のために活用されるように過度な返礼品競争を
排し、事務手数料のあり方等を含めて制度設計を見直す必要
がある。

Ⅳ．震災復興等

◦�これまでの効果を十分に検証し、予算の執行を効率化するとと
もに、原発事故への対応を含めて引き続き適切な支援を行う必
要がある。とりわけ被災地における企業の定着、雇用確保などに
対し実効性ある措置を講じるよう求める。
◦�また、本年１月には能登半島地震が発生するなど、近年、強い地

震や台風などの大規模な自然災害が相次いで発生している。東
日本大震災の対応などを踏まえ、被災者の立場に立った適切な
支援と実効性のある措置を講じ、被災地の確実な復旧・復興等
に向けて取り組まなければならない。

Ⅴ．その他

１．納税環境の整備
２．環境問題への対応
３．租税教育の充実

税目別の具体的課題

１．法人税関係

（１）役員給与の損金算入の拡充
①役員給与は損金算入とすべき
②同族会社の業績連動給与についても損金算入とすべき

（２）少額減価償却資産の見直し
（３）企業版ふるさと納税の適用期限延長
（４）中小企業向け賃上げ促進税制の適用要件緩和

２．所得税関係

（１）基幹税としての所得再分配機能の回復
（２）各種控除制度の見直し
（３）個人住民税の均等割

３．相続税・贈与税関係

（１）相続税の基礎控除の見直し
（２）贈与税の基礎控除の引き上げ

４．地方税関係

（１）固定資産税の抜本的見直し
（２）事業所税の廃止
（３）超過課税
（４）法定外目的税

５．その他

（１）印紙税の廃止
（２）配当に対する二重課税の見直し
（３）電子申告の促進
（４）森林環境税の検証
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最近の県内経済
Economic

鉱工業生産・出荷・在庫指数（季節調整済） （2020年＝100）
主要業種の生産指数（季節調整済）

（資料）埼玉県 （資料）埼玉県
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今月の概要 緩やかに持ち直している。

1 生産活動 一進一退

2 設備投資 持ち直している

◦�８月の鉱工業生産指数（季節調整済）は、106.1で前月比1.2％低下した（2か月ぶりの低下）。食料品（アイスク
リーム、氷菓）、プラスチック製品（プラスチック製容器、その他のプラスチック製品）などが上昇したが、生産用機械
（半導体製造装置、研削盤）、業務用機械（医療用機械器具、試験機）などが低下した。
◦�出荷指数（同）は、103.3で同5.7％低下（2か月ぶりの低下）。情報通信機械（ガス警報器、搬送装置）、プラスチッ
ク製品（プラスチック製容器、合成皮革）などが上昇したが、化学（医薬品、化粧品）、生産用機械（半導体製造装
置、整地機械）などが低下した。

◦�在庫指数（同）は、98.2で同1.1％上昇した（2か月ぶりの上昇）。電気機械（鉛蓄電池、電気計器）、非鉄金属（伸
銅製品、電力用電線・ケーブル）などが低下したが、生産用機械（マシニングセンタ、整地機械）、プラスチック製品
（プラスチック製容器、その他のプラスチック製品）などが上昇した。

◆ �汎用・生産用・業務用機械の生産指数（季節調整済）は、113.7で前月比8.7％低下し、2か月ぶ
りの低下となった。

◆ �電子部品・デバイス（同）は、58.5で同6.1％低下し、4か月連続の低下となった。
◆ �輸送機械（同）は、150.0で同1.3％低下し、2か月連続の低下となった。
◆ �化学（同）は、106.2で同0.7％低下し、2か月ぶりの低下となった。
◆ �食料品（同）は、100.0で同4.8％上昇し、5か月連続の上昇となった。

◦�９月の民間建築着工床面積（非居住用）は、329千㎡
で前年比116.5％増と3か月連続の増加となった（5
か月後方移動平均では、前年比27.4％増加）。
◦�用途別にみると、店舗、学校の校舎は減少したもの
の、事務所、工場及び作業場、倉庫、病院・診療所は
いずれも増加した。

◦�８月の資本財出荷指数（季節調整済）は114.4で、前
月比15.9％減と2か月ぶりの減少となった（5か月後
方移動平均は、前年比0.6％増加）。
◦�当研究所が8月に実施した「設備投資動向調査」で
は、企業の設備投資計画額は、前年比増加している
（全産業前年比+25.3％）。
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4 住宅建設 弱含んでいる 5 雇用情勢 緩やかに持ち直している

出所 ： ㈱ぶぎん地域経済研究所ホームページより

3 個人消費 緩やかに持ち直している

◦�個人消費は、緩やかに持ち直している。
◦�９月の百貨店およびスーパーの販売額（店舗調整前）は、百貨
店は108億円で前年比1.4％減（3か月連続の減少）、スーパー
は1,055億円で同3.4％増（24か月連続の増加）となった。ま
た、コンビニ販売は568億円で同1.3％増（5か月連続の増加）
となった。スーパー、コンビニでは記録的な残暑の影響により、
夏物商材が好調だったことに加え、前月に続き米不足報道によ
る米関連商品の需要が増加した。
◦�また、乗用車販売は、前年比4.2％増と2か月ぶりに増加した。
内訳をみると、軽乗用車が同1.5％減（3か月ぶりの減少）となっ
たものの、普通車が同5.0％増（3か月連続の増加）、小型車が
同12.3％増（2か月ぶりの増加）とそれぞれ増加した。

◦�９月の新設住宅着工戸数は、4,327戸で前年比
6.1％減と2か月連続の減少となった（5か月後方
移動平均では9.7％減）。利用関係別にみると、持家
（1,070戸）は前年比0.3％増、貸家（1,894戸）は同
6.4％増となったものの、分譲マンション（291戸）は
同38.9％減、分譲一戸建て（1,036戸）が同18.01％
減とそれぞれ減少した。

◦�９月の有効求人倍率（就業地別、季節調整値）は、
1.15倍で前月比横ばい、新規求人倍率（同）は、2.13
倍で同比0.17ポイント低下（2か月ぶりの低下）と
なった。
◦�また、完全失業率（南関東、原数値）は、2.5％で前年
同月比0.1ポイント低下した（前年同月比4か月連続
の低下）。

◦�９月の専門量販店販売額は、774億円で
前年比3.1％増と25か月連続の増加と
なった。内訳をみると家電大型専門店が
176億円で同4.2％増（2か月連続の増
加）、ドラッグストアが423億円で同2.8％
増（28か月連続の増加）、ホームセンター
が176億円で同2.6％増（2か月連続の増
加）となった。
◦�関東１都６県の消費者態度指数（原数
値）は、８月〈37.1〉、９月〈37.4〉、１０月
〈36.9〉と推移している。
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県税からのお知らせ
Notice

給与支払報告書・源泉徴収票の提出は「eLTAX（エルタックス）」で!!
　「eLTAX」を利用すれば、給与支払報告書の電子申告用のデータを作成する際、税務署に提出が
必要な源泉徴収票の電子申告（e-Tax）用のデータも同時に作成し、一括して「eLTAX」で一元的に
送信することができます。
　また、地方税共通納税システムを使えば、 
オフィスや自宅に居ながらにして、パソコンか
らすべての地方公共団体に対して電子納税が
でき、複数の地方公共団体に対しても一度の
操作で電子納税が可能です。
　利用開始手続きなど詳しくは、eLTAXホー
ムページ（https://www.eltax.lta.go.jp/）
をご覧ください。

お問合せ：県税務課（TEL：048･830･2651）
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経済コラム
Column

稲盛さんの40年サイクル
株式会社ぶぎん地域経済研究所

専務取締役　チーフエコノミスト　大西　浩一郎

　先日、大宮の書店で20年前に出た本が平積みで売られていました。京セラやKDDIの創業者、故稲盛
和夫さんの大ベストセラー「生き方　人間として一番大切なこと」（2004年、サンマーク出版）です。き
けば、ドジャースの大谷翔平選手による推薦書なのだとか。ブーム再来も納得です。

　さて、この本には、「日本という国は近代に入って以降、約40年の周期で大きな節目を迎えてきまし
た」で始まる一章があります。経済学の世界には、ジュグラー・サイクル（10年、設備投資循環）、クズ
ネッツ・サイクル（20年、建設投資循環）、そしてコンドラチェフ・サイクル（50年）といった長期循環論
があります。それになぞらえて、この説を「稲盛サイクル」と呼ぶことにしましょう。

　具体的には、①1867年―近代国家を樹立し、富国強兵の道を走り始める―、②1905年―日
露戦争に勝利。列強に仲間入りし、軍事大国への道を突き進む―、③1945年―敗戦。「富国」に舵
を切り、奇跡的な経済成長を遂げる―、④1985年―プラザ合意で円高誘導。バブル崩壊後は低迷
―、というものです。稲盛さんは、「この40年ごとの盛衰サイクルを見てみると、私たちの国はこれま
で一貫して、つねに物質的豊かさを追い求め、他国との競争を繰り返してきた」と俯瞰したうえで、「それ
は、欲望という煩悩を原動力にして、優勝劣敗の競争原理のもと、物質的豊かさを最優先させる覇道の
哲学といえます。いわば『利を求めて道なし』であり、そうした国のあり方、個人の生き方から、私たちは
まだ抜け出せていません」と厳しく指摘します。

　読者のみなさんはすでにお察しでしょうか？ そうです。今年2025年は、1985年から40年、なんと
「稲盛サイクル」の転換点なのです。なればこそ考えたいのが、『利を求めて道なし』を脱して希望的な
将来像を描くために、個人、企業、国家はどうあるべきか、ということです。稲盛さんは「知足」（足るを
知る）や「利他」を切り口に論じていきますが、このあたりはまさにこの本のキモですので、あとは原典を
お読み頂きましょう。

　ここでは1点だけ、筆者が抱いた「枯れろというのか？」という疑問に答えてくれた箇所を引用します。
それは、「知足の生き方とは（中略）停滞感や虚脱感に満ちた老成したような生き方のことではありませ
ん」、「経済のあり方にたとえれば、GDPの総額は変わらないが、その中身、つまり産業構造自体は次々
と変わっていく。古い産業が滅んでも、つねに新しい産業が芽生えていくようなダイナミズムを有したあ
り方です」という説明です。なるほど氷解です。

　折りしも、賃上げと物価上昇により、私たちに染みついた賃金・物価が上がらないことを前提とした考
え方や行動、いわゆる「ノルム」は払拭されつつあります。そして、経済の新陳代謝を妨げたとの指摘も
ある日銀の超低金利政策も、正常化しつつあります。すなわち、私たちが変わろうと思えば変われる、や
ろうと思えばやれる、そういう条件が20年振り、30年振りに整ってきているのです。当たってるじゃない
ですか．．．「稲盛サイクル」恐るべし．．．。ということは、今年2025年は、次の40年のこの国のあり方を
決める特別な年です。この点をはっきり意識しながら、新年の第一歩を踏み出したいものです。

＜筆者略歴＞ 大西　浩一郎
東京都八王子市出身。桐朋高校、東大経済学部卒業後、1990年、日本銀行入行。金融機構局考査役、盛岡事務所
長を経て2024年に退職。同年、株式会社ぶぎん地域経済研究所に入り、現在、専務取締役・チーフエコノミスト。
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副部会長　坂原　一（さかはら　はじめ）
会 社 名　株式会社　大東
業 種　管工事業・土木工事業・舗装工事業・とび土工工事業
青年部会歴　2009年7月23日　入会
趣 味　YOASOBI

法人会では「税のオピニオンリーダー」として税に関する知識を深める租税活動を行い、また財政の健
全化に向けた「健康経営」の推進に力を入れています。研修や親睦交流を通じて、同世代の経営者とビ
ジネスアイデアや成功事例をシェアしながら、一緒に学んでいます。私も入会してから多くのことを学び、
とても充実した経験をしています。まだ入会されていない50歳までの経営者や経営幹部の皆さん、ぜひ
私たちと一緒に成長しませんか？お待ちしておりますので、お気軽にご参加ください！

全国青年の集いに参加
11月7〜8日に「第38回法人会全国青年の集い　福井大会」に8名で参加しました。
他単位会の租税教育活動や健康経営活動の様子を学びました。また、夜には福井
県産の食材、郷土料理に舌鼓を打ちながらメンバー同士で懇親を深めました。（研修
委員長　平松道明）

第4回ウォーキングでゴミ拾い開催
10月12日に七里総合公園にて「ウォーキングでゴミ拾い」イベントを開催しました。青
年部会員10名、一般参加者13名の合計23名で朝早くからたくさん歩き、楽しく清掃
活動を実施しました。（健康推進委員長　齋藤嘉宣）

10月事業　講師講演開催
10月25日に睡眠改善インストラクターの安達直美様をお招きし「成功する人はよく眠
る人」と題した講演会を開催しました。「睡眠」がテーマの講演でしたので、メンバーに
とって興味深い内容で大変好評でした。（組織拡大委員長　橋本希未央）

活動報告

2 月2 日 開 催 予 定　「親子で税の勉強会in首都圏外郭放水路」
3月18日開催予定　「青年部交流会～ハートフル　　ダーツナイト」

今後の活動予定

Vol.1～ 青年部会メンバー紹介シリーズ ～

ひと言
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